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告   示 

◎新潟県告示第624号 

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による医師を次のとおり指定した。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

氏 名 
担当する 

医療の種類 

従事する病院又は 

診療所の名称 
所在地 

指定 

年月日 
告示事項 

草部 雄太 整形外科 柏崎総合医療センタ 柏崎市北半田２丁 R４.５.１ 第15条第１項の
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ー 目11番３号 医師に指定した 

島垣 朔歩 整形外科 
柏崎総合医療センタ

ー 

柏崎市北半田２丁

目11番３号 
〃 〃 

須田 義裕 整形外科 
柏崎総合医療センタ

ー 

柏崎市北半田２丁

目11番３号 
〃 〃 

藤田 敦 呼吸器外科 長岡中央綜合病院 
長岡市川崎町2041

番地 
〃 〃 

山口 峻介 泌尿器科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

 

◎新潟県告示第625号 

身体障害者福祉法施行令（昭和25年政令第78号）第３条第２項の規定により、次の医師は、身体障害者福祉法

（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による医師の指定を辞退した。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

氏 名 
担当する 

医療の種類 

従事する病院又は 

診療所の名称 
所在地 

辞退 

年月日 

松山 善之 整形外科 
新潟手の外科研究所

病院 

北蒲原郡聖籠町

諏訪山997番地 
R４.４.１ 

 

◎新潟県告示第626号 

農地法（昭和27年法律第229号）第41条第１項後段の規定により、農地中間管理機構から農地を利用する権利（以

下「利用権」という｡)の設定に関する裁定の申請があった。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 申請に係る農地の所在、地番、地目及び面積 

所在及び地番 地目 面積（平方メートル） 

阿賀野市小浮字千苅95番 田 163 

阿賀野市小浮字前島2487番１ 畑 325 

阿賀野市野田字前田115番１ 田 100 

２ 申請に係る農地の利用の状況 

  現に耕作の目的に供されておらず、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる。 

３ 申請に係る農地についての申請者の利用計画の内容の詳細 

  農地法第41条第２項において読み替えて準用する同法第39条第１項の規定による裁定後に、農地中間管理 

機構から申請に係る農地の借受を希望する者に当該農地を貸し付ける。 

４ 希望する利用権の始期及び存続期間並びに借賃に相当する補償金の額 

利用権の始期 存続期間 借賃に相当する補償金の額 

令和５年４月 ５年 17,385 円 

５ 意見書の提出 

この告示に係る農地の所有者等は、次に掲げるところにより、知事に意見書を提出することができる。 

(1) 意見書の記載事項 

ア 意見書の提出者の氏名、及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地並びに代表 

者の氏名） 

イ 意見書の提出者の有する権利の種類及び内容 

ウ 意見書の提出者の申請に係る農地の利用の状況及び利用計画 

エ 意見書の提出者が申請に係る農地を現に耕作の目的に供していない理由 

オ 意見の趣旨及びその理由 

カ その他参考となるべき事項 

(2) 提出期限 

令和４年５月27日 



第35号 新  潟  県  報 令和４年５月13日(金) 

3 

(3) 提出先 

〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県農林水産部地域農政推進課 

(4) 提出方法 

上記提出先への持参又は郵送 

 

◎新潟県告示第627号 

農地法（昭和27年法律第229号）第41条第１項後段の規定により、農地中間管理機構から農地を利用する権利（以

下「利用権」という｡)の設定に関する裁定の申請があった。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 申請に係る農地の所在、地番、地目及び面積 

所在及び地番 地目 面積（平方メートル） 

魚沼市中家字門田859番２ 田 542 

魚沼市中家字門田859番３ 田 304 

２ 申請に係る農地の利用の状況 

  現に耕作の目的に供されておらず、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる。 

３ 申請に係る農地についての申請者の利用計画の内容の詳細 

  農地法第41条第２項において読み替えて準用する同法第39条第１項の規定による裁定後に、農地中間管理 

機構から申請に係る農地の借受を希望する者に当該農地を貸し付ける。 

４ 希望する利用権の始期及び存続期間並びに借賃に相当する補償金の額 

利用権の始期 存続期間 借賃に相当する補償金の額 

令和４年11月 ５年 19,355 円 

５ 意見書の提出 

この告示に係る農地の所有者等は、次に掲げるところにより、知事に意見書を提出することができる。 

(1) 意見書の記載事項 

ア 意見書の提出者の氏名、及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地並びに代表 

者の氏名） 

イ 意見書の提出者の有する権利の種類及び内容 

ウ 意見書の提出者の申請に係る農地の利用の状況及び利用計画 

エ 意見書の提出者が申請に係る農地を現に耕作の目的に供していない理由 

オ 意見の趣旨及びその理由 

カ その他参考となるべき事項 

(2) 提出期限 

令和４年５月27日 

(3) 提出先 

〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県農林水産部地域農政推進課 

(4) 提出方法 

上記提出先への持参又は郵送 

 

◎新潟県告示第628号 

農地法（昭和27年法律第229号）第41条第１項後段の規定により、農地中間管理機構から農地を利用する権利（以

下「利用権」という｡)の設定に関する裁定の申請があった。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 申請に係る農地の所在、地番、地目及び面積 

所在及び地番 地目 面積（平方メートル） 

魚沼市徳田1635番地 田 1,001 

魚沼市徳田1636番地 田 1,757 
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魚沼市徳田1652番地 田 1,882 

魚沼市徳田字犬川橋424番１ 田 472 

２ 申請に係る農地の利用の状況 

  現に耕作の目的に供されておらず、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる。 

３ 申請に係る農地についての申請者の利用計画の内容の詳細 

  農地法第41条第２項において読み替えて準用する同法第39条第１項の規定による裁定後に、農地中間管理 

機構から申請に係る農地の借受を希望する者に当該農地を貸し付ける。 

４ 希望する利用権の始期及び存続期間並びに借賃に相当する補償金の額 

利用権の始期 存続期間 借賃に相当する補償金の額 

令和４年11月 ５年 248,625 円 

５ 意見書の提出 

この告示に係る農地の所有者等は、次に掲げるところにより、知事に意見書を提出することができる。 

(1) 意見書の記載事項 

ア 意見書の提出者の氏名、及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地並びに代表 

者の氏名） 

イ 意見書の提出者の有する権利の種類及び内容 

ウ 意見書の提出者の申請に係る農地の利用の状況及び利用計画 

エ 意見書の提出者が申請に係る農地を現に耕作の目的に供していない理由 

オ 意見の趣旨及びその理由 

カ その他参考となるべき事項 

(2) 提出期限 

令和４年５月27日 

(3) 提出先 

〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県農林水産部地域農政推進課 

(4) 提出方法 

上記提出先への持参又は郵送 

 

◎新潟県告示第629号 

くろまぐろ（小型魚）、くろまぐろ（大型魚）、するめいか及びすけとうだら日本海北部系群に関する令和４管

理年度における知事管理漁獲可能量（令和４年３月新潟県告示第351号）の一部を令和４年４月28日に次のように

変更したので、漁業法（昭和24年法律第267号）第16条第５項の規定により準用する同条第４項の規定により公表

する。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付

した部分のように改める。 

改     正     後 改     正     前 

１ くろまぐろ（小型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（小型魚）漁業 
77.480トン 

２ くろまぐろ（大型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（大型魚）漁業 
101.740トン 

３～４ （略） 

１ くろまぐろ（小型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（小型魚）漁業 
61.180トン 

２ くろまぐろ（大型魚） 

知 事 管 理 区 分 知事管理漁獲可能量 

新潟県くろまぐろ

（大型魚）漁業 
92.340トン 

３～４ （略） 

 

◎新潟県告示第630号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、長岡市の野積土地改良区から次のとおり役員
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が就任及び退任した旨の届出があった。 

令和４年５月13日 

新潟県長岡地域振興局長 

１ 就任 

 監事 長岡市寺泊野積6437番地   青木 尚美 

 就任年月日 令和４年３月14日 

２ 退任 

 監事 長岡市寺泊野積6365番地1  青木 和彦 

 退任年月日 令和４年１月28日 

 

◎新潟県告示第631号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第48条第９項において準用する同法第８条第１項の規定に基づき、次の土

地改良事業計画を適当と決定したので、令和４年５月16日から令和４年６月10日まで関係書類を次のとおり縦覧

に供する。 

令和４年５月13日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

事業主体の所在・名

称 
地区名 事業名 

新規変

更の別 
縦覧の書類 縦覧の場所 根拠条文 

南魚沼市 

南魚沼土地改良区 
西泉田 

農業用用排水施設整備

（基盤整備促進「農業用

用排水施設」）事業 

新規 

土地改良事業

計画書の写し 

定款の写し 

南魚沼市役所 第 48 条 

１ 異議の申出について 

この土地改良事業計画の適当決定について異議がある場合は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以

内に、知事に対して異議の申出をすることができる。 

２ 土地改良事業計画の適当決定に対する取消しの訴えについて 

(1) この土地改良事業計画の適当決定については、上記１の異議の申出のほか、この土地改良事業計画の適当

決定があったことを知った日（告示日）の翌日から起算して６か月以内に、新潟県を被告として（訴訟にお

いて新潟県を代表する者は知事となる。）、土地改良事業計画の適当決定に対する取消しの訴えを提起するこ

とができる。 

(2) また、上記１の異議の申出をした場合には、土地改良事業計画の適当決定に対する取消しの訴えは、その

異議の申出に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。 

(3) ただし、上記(2)の期間が経過する前に、その異議の申出に対する決定があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、土地改良事業計画の適当決定に対する取消しの訴えを提起することができなくなる。 

なお、正当な理由があるときは、上記(1)（異議の申出をした場合には(2)）の期間や異議の申出に対する

決定があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても土地改良事業計画の適当決定に対する取消

しの訴えを提起することが認められる場合がある。 

 

◎新潟県告示第632号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、佐渡市の国府川左岸土地改良区の定款の変更

を令和４年４月28日認可した。 

令和４年５月13日 

新潟県佐渡地域振興局長 

 

◎新潟県告示第633号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、上越市の吉川土地改良区の定款の変更を      

令和４年４月26日認可した。 

令和４年５月13日 

新潟県上越地域振興局長 

 

◎新潟県告示第634号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 
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なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県村上地域振興局地域整備部業務課

において縦覧に供する。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 釜谷内浦線 

３ 道路の区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎新潟県告示第635号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県村上地域振興局地域整備部業務課

において縦覧に供する。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名   県道   釜谷内浦線 

２ 供用開始の区間 

  岩船郡粟島浦村字小倉町1129番17から同郡同村字小倉町1129番17まで 

３ 供用開始の期日  令和４年５月13日 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

令和４年３月31日専決処分をした令和３年度新潟県一般会計補正予算、災害救助事業特別会計補正予算の要領

は、次のとおりである。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

岩船郡粟島浦村字小倉町1129番17から 

 

同郡同村字小倉町1129番17まで 

新 17.0～41.2メートル 37.8メートル 

旧 14.0～41.2メートル 38.0メートル 
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一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県が調達する新潟県教育情報ネットワー
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クシステム用サーバ機器等一式の借上げについて、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

令和４年５月13日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

新潟県教育情報ネットワークシステム用サーバ機器等一式の借上げ 

(2) 調達案件の仕様等 

入札説明書による。 

(3) 納入期限 

令和４年９月 30 日（金） 

(4) 納入場所 

入札説明書による。 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 交付期間  令和４年５月13日（金）から令和４年６月６日（月）まで（新潟県の休日を定める条例（平成

元年新潟県条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前９時から午後５時15分まで。 

(2) 交付場所 新潟県教育庁総務課企画係（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

(3) 問合せ等 入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 令和４年６月27日（月） 午前10時 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県庁入札室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件を全て満たしている者でなければな

らない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。 

(2) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11

年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法の規定に基づ

く更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更

生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く｡)であること。 

(3) 会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成16年

法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達物品と同等以上又は類似する物品に係る納入実績があることを証明した者であること。 

(6) 本調達物品納入後の保守管理体制が整備されていることを証明した者であること。 

(7) 新潟県の県税の納付義務を有する者にあっては、当該県税の未納がない者であること。 

(8) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(9) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ

とについて、新潟県知事から確認を受けている者であること。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、新潟県

知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認められなか

った者は、入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

ア 提出期間 令和４年６月14日（火）から令和４年６月16日（木）まで。ただし、午前９時から午後５時

15分までとする。 

イ 提出場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

       新潟県教育庁総務課企画係 
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ウ 提出方法 本人（法人にあっては代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人の持参とする。 

エ 提出書類 入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ

書面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通

知書の交付を受けること。 

ア 日時 令和４年６月23日（木）午前10時から午後５時まで 

イ 場所 (1) イに定める場所 

６ 入札手続等 

(1) 入札の方法 

次のいずれかの方法によること。 

  ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書（封筒に入れ密封の上、上記１(1)の調達案件の名称

及び入札者の商号又は名称を記入したものに限る｡)を持参し、提出すること。 

ただし、代理人が入札書を持参し、提出する場合は、３(1)に定める時刻までに委任状を提出し、代理権

が確認された者でなければならない。 

  イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、５(1)イに定める提出場所を宛先とした配達証明付きの書留郵便

（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)に

定める入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって３(1)に定める日の前日の午後５時 15 分までに到着

するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義 

   本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。   

イ 落札決定に当たっては、契約希望本体金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額（１に掲げる新潟県教育情報ネットワークシステム

用サーバ機器等一式の１ヶ月当たりの賃貸借料をいう｡)に 110分の 100を乗じて得た金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額｡)以下同じ｡)に 当該金額の100分の10に相当

する金額を加算した金額に60を乗じて得た金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望本体金額に60を乗じて得た金額

を入札書に記載すること（以下、入札書記載金額を「入札金額」という｡)。 

(4) 落札者の決定 

入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他入札説明書による。 

７ 無効入札 

次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者又は競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者が行った入札  

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札   

８ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

入札金額に 100 分の 10 に相当する金額を加算した金額を 60 で除して得た金額に 12 を乗じて得た金額の

100 分の５に相当する金額以上の金額とする。ただし、財務規則第 43 条第１号に該当する場合は、免除する。 

なお、複数の方法による保証は認めない。 

(2) 契約保証金 

契約金額（１に掲げる新潟県教育情報ネットワークシステム用サーバ機器等一式の１ヶ月当たりの賃貸借

料に係るものをいう｡)に 12 を乗じて得た金額の 100 分の 10 に相当する金額以上の金額とする。ただし、財

務規則第 44 条第１号に該当する場合は、免除する。 

なお、複数の方法による保証は認めない。 



第35号 新  潟  県  報 令和４年５月13日(金) 

25 

９ その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

エ 提出された競争入札参加資格確認申請書等に記載されている内容については、本件入札に限るものとし、

他に使用しない。 

(2) その他 

ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（名義に関する記載部分を除く｡)及び日本国通貨と

する。 

イ 契約の停止等 

本件入札に関し、苦情申立があったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

ウ 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

エ その他詳細は、入札説明書による。 

オ この公告に定めるもののほか、本件の入札及び契約の内容に関しては、財務規則その他新潟県知事の定

める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

(3) 苦情申立て 

本件調達手続において、参加資格の確認その他の手続に不服がある場合は、政府調達に関する苦情の処理

手続（平成 11 年新潟県告示第 1221 号）により、苦情の原因となった事実を知り、又は合理的に知り得たと

きから 10 日以内に新潟県政府調達苦情検討会に対して苦情を申し立てることができる。 

なお、政府調達協定に関する苦情の申立てがあり、新潟県政府調達苦情検討委員会が契約締結の停止等を

要請した場合は、本件調達手続の停止等を行うことがある。 

10 Summary 

(1) Nature and quantity of the products and services to be procured: 

Network System Server, Software and other equipment ［１］ set 

  (2) Time and place of bidding: 

June 27, 2022 10：00a.m. 

Niigata Prefectural Office Building Bidding Room 

４－１ Shinko-cho, Chuo-ku, Niigata City, Niigata Prefecture, Japan 

  (3) For more information, contact: 

Planning Section 

General Affairs Division 

Bureau of Education 

Niigata Prefectural Government 

４－１ Shinko-cho, Chuo-ku, Niigata City, Niigata Prefecture, Japan 950－8570 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、全自動遺伝子解析装置について、次のとおり

一般競争入札を行う。 

令和４年５月13日 

新潟県立十日町病院長 吉嶺 文俊 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  全自動遺伝子解析装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 
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(3) 納入期限 

  令和５年３月31日 

(4) 納入場所 

  新潟県立十日町病院 検査科 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 948－0065 

  新潟県十日町市高田町三丁目南32番地９ 

  新潟県立十日町病院経営課 

  電話番号 025－757－5566 内線115 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和４年５月23日（月）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年５月24日（火）午前10時30分 

 新潟県立十日町病院 １階講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立十日町病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 
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(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

  は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第42号 

令和４年５月29日執行予定の新潟県議会議員燕市西蒲原郡選挙区補欠選挙において、公職選挙法（昭和25年法

律第100号）第22条第３項の規定により、選挙人名簿の被登録資格の決定の基準となる日について次のとおり定め

た。 

令和４年５月13日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  天井 貞 

被登録資格決定基準日 令和４年５月19日 

（ただし、年齢については、令和４年５月29日とする。） 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第43号 

令和４年５月29日執行予定の新潟県議会議員燕市西蒲原郡選挙区補欠選挙において、新潟県議会議員の選挙に

おけるポスター掲示場の設置に関する条例（昭和57年新潟県条例第39号）第１条第１項の規定により設置された

ポスター掲示場に、候補者がポスターを掲示することができる日を次のとおり定めた。 

令和４年５月13日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  天井 貞 

 令和４年５月20日 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第44号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、長岡市選挙管理委員会から、次のとおり指定があった旨の報告があった。 

令和４年５月13日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  天井 貞 

指定した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

長岡市栃尾地域交流拠

点施設 

長岡市中央公園１番

67号 

大ホール 

小ホール 

340.00 

176.00 

令和４年５月１日 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第45号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、加茂市選挙管理委員会から、次のとおり指定の取消しがあった旨の報告があった。 

令和４年５月13日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  天井 貞 

指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 



令和４年５月13日(金) 新  潟  県  報 第35号 

28 

加茂市狭口保育園 加茂市大字狭口甲

725番地２ 

遊戯室 198.00 令和４年４月28日 

天神林保育園 加茂市大字天神林

2366番地２ 

遊戯室 66.00 

 

令和４年４月28日 

 

 

 

教育委員会規則 

新潟県教育財産事務取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和４年５月13日 

教育長  佐 野  哲 郎 

新潟県教育委員会規則第８号 

新潟県教育財産事務取扱規則の一部を改正する規則 

新潟県教育財産事務取扱規則（昭和48年新潟県教育委員会規則第16号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削る。 

改 正 後 改 正 前 

（財産台帳登録価格） 

第７条 財産台帳に登録すべき価格は、土地、建物、

工作物、立木竹、船舶及び有価証券については、

県規則第20条第１項の例により算出された価格、

出資による権利については出資金額とする。 

 

２ 財産台帳に登録された価格は、県規則第20条第

２項の例により評価替えしなければならない。 

 

（財産台帳登録価格） 

第７条 財産台帳に登録すべき価格は、土地、建物、

工作物、立木竹及び船舶については、県規則に基

づく「県有財産評価要領」により算出された価格、

有価証券については額面金額、出資による権利に

ついては出資金額とする。 

２ 財産台帳に登録された価格（有価証券及び出資

による権利を除く｡)は、県規則第20条第２項の例

により評価替えしなければならない。 

附 則 

 この規則は、令和４年６月１日から施行する。 

 


	主　　要　　目　　次
	告　　　示
	◎新潟県告示第624号
	◎新潟県告示第625号
	◎新潟県告示第626号
	◎新潟県告示第627号
	◎新潟県告示第628号
	◎新潟県告示第629号
	◎新潟県告示第630号
	◎新潟県告示第631号
	◎新潟県告示第632号
	◎新潟県告示第633号
	◎新潟県告示第634号
	◎新潟県告示第635号

	公　　　告
	予算の公表について（公告）
	一般競争入札の実施について（公告）

	病院局公告
	一般競争入札の実施について（公告）

	選挙管理委員会告示
	◎新潟県選挙管理委員会告示第42号
	◎新潟県選挙管理委員会告示第43号
	◎新潟県選挙管理委員会告示第44号
	◎新潟県選挙管理委員会告示第45号

	教育委員会規則
	新潟県教育委員会規則第８号
	新潟県教育財産事務取扱規則の一部を改正する規則


